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住宅型式性能認定（５－１ 断熱等性能等級）ガイドライン 

 

一般社団法人 住宅性能評価・表示協会 

平成 26 年 10 月 24 日制定 

 

このガイドラインは、住宅の品質確保の促進等に関する法律第 31 条に基づく住宅型式性能認定

（以下「型式認定」という。）の「５－１ 断熱等性能等級」について、外皮平均熱貫流率及び冷

房期の平均日射熱取得率の計算により、型式認定の対象となる一戸建ての住宅又は共同住宅等の

うち型式認定の対象となる一の住戸（以下「型式認定住戸」という。）における各部位の組合せを

定義する方法、評価対象住戸（評価方法基準第 3 第 2 項に定める住戸をいう。以下同じ。）に適用

する方法並びに二次元伝熱計算に基づく各部位の熱貫流率の計算の方法その他必要事項に関する

考え方を定めるものである。 

なお、本ガイドラインは「５－１ 断熱等性能等級」に係る型式認定を取得するための一つの

考え方を定めるものであり、地域区分、プラン、方位等の認定審査上必要な条件、仕様を全て特

定した型式認定を取得する場合など、本ガイドラインによらず基準に適合する型式認定を取得す

ることを妨げるものでない。 

 

１．用語の定義 

本ガイドラインでは、国土交通省国土技術政策総合研究所及び独立行政法人建築研究所監修に

よる「平成 25 年省エネルギー基準に準拠した算定・判断の方法及び解説 Ⅱ住宅」又は同研究所

ホームページ（http://www.kenken.go.jp/becc/house.html）に掲載される「第二節 外皮の熱損失」

及び「第三節 外皮の日射熱取得」（以下「H25 省エネ基準解説書等」という。）に定める用語の

ほか、次に定める用語を用いる。 

(1) 「適用条件」とは，型式認定住戸を評価対象住戸に適用する上での前提条件として住宅型式

性能認定書に記載される事項をいう。 

(2) 「土間床等」とは、地盤面をコンクリートその他これに類する材料で覆った床又は床裏が外

気に通じない床で、基礎断熱における土間床部分並びに床断熱を貫通する玄関土間、勝手口

土間及びこれらに接続する非居室の土間の部分をいう。 

(3) 「外皮等面積比（αi）」とは、基礎等を除く第 i 部位の面積（Ai）又は土間床等の面積（Sdf）

の外皮等面積の合計（A）に占める割合（Ai/A 又は Sdf/A）をいう。 

(4) 「部位の統合」とは、表１の大分類が同じ部位をまとめて、別の部位として定義することを

いう。（例：「屋根」と「天井」をまとめて「上部外皮」という部位を定義するなど） 

(5) 「部位の分割」とは、表１の小分類の部位を分けて、別の部位として定義することをいう。

（例：「外壁」を分けて「外壁一般部」と「外壁階間部」という部位を定義するなど） 

(6) 「部位の合成」とは、表１の大分類が同じ部位の使用比率を定め、一体的に扱う仕様を定義

することをいう。ただし、冷房期の平均日射熱取得率における方位係数が同じ部位か、地域

区分における最大の方位係数を計算に採用する部位でなければならない。（例：熱貫流率につ

いて、外壁Ａよりも外壁Ｂが小さい（外壁Ａ>外壁Ｂ）場合、使用比率を外壁Ａは 0.3 以下か

つ外壁Ｂは 0.7 以上とする外壁Ｃを定義するなど） 

http://www.kenken.go.jp/becc/house.html


2 

 

表１ 部位の大分類と小分類 

大分類 小分類（例） 

水平部位（H） 屋根、天井、床（外気に接する部分、その他の部分）、天窓など 

垂直部位（V） 外壁、ドア、窓など 

 

２．型式認定における外皮平均熱貫流率の取扱いについて 

型式認定における外皮平均熱貫流率に関する要件は、次のとおりとする。 

・各部位の仕様（部位の面積及び熱貫流率）の組合せから求める外皮平均熱貫流率が、等級及

び地域区分に応じて定められた基準値（以下「基準値（UBA）」という。）に適合すること。 

・上記の組合せに等級に応じて定められた結露の発生を防止する対策の基準（以下「結露防止

基準」という。）に適合しない仕様が含まれないこと。 

・型式認定住戸における外皮平均熱貫流率を、評価対象住戸における外皮平均熱貫流率として

表示してはならない。 

・型式認定住戸の単位温度差当たりの外皮熱損失量（q）を用いて、評価対象住戸の一次エネル

ギー消費量を計算してはならない。 

型式認定における外皮平均熱貫流率の取扱いは、次の(1)又は(2)のいずれかとする。 

 

(1) 外皮等面積比を適用条件とする場合 

外皮平均熱貫流率（UA）は、[1]式により求められる。 

                ・・・[1] 

上式において、 

UA ： 外皮平均熱貫流率 [W/(m2･K)] 

Uow ： 基礎等を除く外皮等の平均熱貫流率 [W/(m2･K)] 

Ub ： 基礎等の平均熱貫流率 [W/(m2･K)] 

本項において型式認定住戸は、各部位の仕様（図面に表現された納まり、層構成及び諸条件）

と外皮等面積比（αT,i）の組合せにより定義される。（以下、型式認定住戸の値には添字 Tを付す。） 

 

イ 基礎等を除く外皮等の平均熱貫流率 

基礎等を除く外皮等の平均熱貫流率（Uow）は、各部位の熱貫流率（UH,i）及び外皮等面積比（αi）

より[2]式のように表せる。なお、これらは代表的な部位であり、必要に応じて部位の追加・統合・

分割・合成ができる。 

      α              α              α                α                α              

  α                α                α              α                α               

・・・[2] 

ここで、次の式を要件とする。 

 α   α     α     α      α      α      α      α      α     α      α       

上式における各記号は表２のとおりとする。 
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表２ [2]式における各記号 

部位 面積[m2] 外皮等面積比 熱貫流率[W/(m2･K)] 

屋根（r） Ar αr=Ar/A UH,r 

天井（c） Ac αc=Ac/A UH,c 

外壁（ow） Aow αow=Aow/A UH,ow 

界壁等（bw） Abw αbw=Abw/A UH,bw 

床・外気に接する部分（of） Aof αof=Aof/A UH,of 

床・その他の部分（if） Aif αif=Aif/A UH,if 

ドア（do） Ado αdo=Ado/A UH,do 

窓（w） Aw αw=Aw/A UH,w 

天窓（rw） Arw αrw=Arw/A UH,rw 

土間床等（df） Sdf αdf=Sdf/A UH,df=0 

※添字 i は、同一部位（例：壁）に複数の仕様がある場合の通し番号とする。 

※表２に示す部位がない場合、その部位の外皮等面積比は 0 とする。 

※熱貫流率 UHは、隣接空間との温度差による貫流熱量の低減等を勘案した値とする。 

 

なお、同一部位（例：壁）に仕様が複数あり、次のいずれかを代表値として、型式認定住戸の

基礎等を除く外皮等の平均熱貫流率（Uow）を求めた場合、代表値よりも熱貫流率が小さい仕様を

包含させ、評価対象住戸に適用できる。 

① 熱貫流率の最大値 

② 適用条件として定める各部位の使用比率により複数の仕様の熱貫流率を合成した値 

 

ロ 基礎等の平均熱貫流率 

基礎等の平均熱貫流率（Ub）は、基礎等の熱損失の有無により、次のいずれかとする。 

① 基礎等の熱損失がない場合 

床断熱工法において、床の断熱層を貫通する部分がなく全面床断熱の場合、[1]式において

Ub=0 であり、表２において Sdf=0 より αdf=0 となる。 

② 基礎等の熱損失がある場合 

①に該当しない場合、基礎等の熱損失は[3]式により求められる。 

                       ・・・[3] 

上式において、 

qb ： 基礎等の熱損失の合計 [W/K] 

UFH,j ： 第 j 基礎等の温度差係数を勘案した熱貫流率 [W/(m･K)] 

LF,j ： 第 j 基礎等の外周の長さ（土間床等の外周の長さ） [m] 

とする。よって、基礎等の平均熱貫流率（Ub）の値は、[4]式となる。 

   
  

 
 

             

                                                                  
   ・・・[4] 

 

ハ 外皮等の適用条件 

型式認定に基づく住宅性能評価の際の適用条件は、次の全てを満たすこととする。 

① 評価対象住戸の各部位の仕様が、型式認定住戸の各部位の仕様（図面に表現された納まり、

層構成及び諸条件）に適合していること。 
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② 評価対象住戸の外皮等面積比の合計（ αi）が１であること。 

③ 型式認定住戸の各部位の組合せにおいて任意の熱貫流率を境界値（UB）と定め、境界値（UB）

以下の部位をグループ A に、境界値（UB）を超える部位をグループ B に分類し、評価対象

住戸の外皮等面積比（αi）がグループ A の部位は型式認定住戸の外皮等面積比（αT,i）以上、

グループ B の部位は型式認定住戸の外皮等面積比（αT,i）以下であること。 

④ 評価対象住戸の外皮等面積の合計（A）に対する基礎等の外周の長さ（LF,j）の比（LF,j/A）

が、型式認定住戸の外皮等面積の合計（AT）に対する基礎等の外周の長さ（LTF,j）の比（LTF,j/AT）

以下（LF,j/ ≦ TF,j/AT）であること。 

 

(2) 各部位の外皮等の面積（基礎等の外周の長さ）を適用条件とする場合 

本項において型式認定住戸は、各部位の仕様（図面に表現された納まり、層構成及び諸条件）

と外皮等の面積（AT,i）又は基礎等の外周の長さ（LTF,j）の組合せにより定義される。 

型式認定住戸について、各部位の外皮等の面積（AT,i）及び熱貫流率（UT,i）、基礎等の外周の長

さ（LTF,j）及び熱貫流率（UTFH,j）並びに外皮等面積の合計（AT）から外皮平均熱貫流率（UTA）を

求め、等級及び地域区分に応じた基準値（UBA）以下（UTA≦ BA）とする。なお、(1)イと同様、必

要に応じて部位の追加・統合・分割・合成ができる。 

適用条件は、次の全てを満たすこととする。 

 

イ 評価対象住戸の各部位の仕様が、型式認定住戸の各部位の仕様（図面に表現された納まり、

層構成及び諸条件）に適合していること。 

ロ 型式認定住戸の部位の熱貫流率（UT,i）と外皮平均熱貫流率（UTA）の条件に応じた、評価対

象住戸の部位の外皮等の面積（Ai）と、型式認定住戸の部位の外皮等の面積（AT,i）の関係が、

次のいずれかであること。 

UT,i≦ TAの部位 Ai≧ T,i 

UT,i>UTAの部位 Ai≦ T,i 

ハ 評価対象住戸の外皮等面積の合計（A）に対する基礎等の外周の長さ（LF,j）の比（LF,j/A）が、

型式認定住戸の外皮等面積の合計（AT）に対する基礎等の外周の長さ（LTF,j）の比（LTF,j/AT）

以下（LF,j/ ≦ TF,j/AT）であること。 

 

３．型式認定における冷房期の平均日射熱取得率の取扱いについて 

型式認定における冷房期の平均日射熱取得率に関する要件は、次のとおりとする。 

・各部位の仕様（部位の面積、日射熱取得率及び方位係数）の組合せから求める冷房期の平均

日射熱取得率が、等級及び地域区分に応じて定められた基準値（以下「基準値（ηBA）」とい

う。）に適合すること。 

・上記の組合せに結露防止基準に適合しない仕様が含まれないこと。 

・型式認定住戸における冷房期の平均日射熱取得率を、評価対象住戸における冷房期の平均日

射熱取得率として表示してはならない。 

・型式認定住戸の単位日射強度当たりの冷房期の日射熱取得量（mC）を用いて、評価対象住戸

の一次エネルギー消費量を計算してはならない。 
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型式認定における冷房期の平均日射熱取得率の取扱いは、次の(1)又は(2)のいずれかとする。 

 

(1) 外皮等面積比を適用条件とする場合 

冷房期の平均日射熱取得率（ηA）は、[5]式により求められる。 

η  η  /            ・・・[5] 

上式において、 

ηA ： 冷房期の平均日射熱取得率 [－] 

ηow ： 外皮等の冷房期の平均日射熱取得率 [－] 

A ： 外皮等面積の合計 [m2] 

本項において型式認定住戸は、各部位の仕様（図面に表現された納まり、層構成及び諸条件）

と外皮等面積比（αT,ij）の組合せにより定義される。 

 

イ 外皮等の冷房期の平均日射熱取得率 

外皮等の冷房期の平均日射熱取得率（ηow）は、各部位の冷房期の日射熱取得率（ηC,ij）、外皮等

面積比（αij）及び方位係数（νj）より[6]式のように表せる。なお、これらは代表的な部位であり、

必要に応じて部位の追加・統合・分割・合成ができる。 

η     α     η       ν     α     η       ν     α      η        ν     α      η        ν     

  α      η        ν     α      η        ν     α      η        ν     α     η       ν     

  α      η        ν     α      η        ν       ・・・[6] 

ここで、次の式を要件とする。 

 α    α      α      α       α       α       α       α       α      α       α        

上式における各記号は表３のとおりとする。 

 

表３ [6]式における各記号 

部位 面積[m2] 外皮等面積比 冷房期の日射熱取得率[-] 

屋根（r） Ar αr=Ar/A ηC,r 

天井（c） Ac αc=Ac/A ηC,c 

外壁（ow） Aow αow=Aow/A ηC,ow 

界壁等（bw） Abw αbw=Abw/A ηC,bw=0 

床・外気に接する部分（of） Aof αof=Aof/A ηC,of=0 

床・その他の部分（if） Aif αif=Aif/A ηC,if=0 

ドア（do） Ado αd=Ado/A ηC,do 

窓（w） Aw αw=Aw/A ηC,w 

天窓（rw） Arw αrw=Arw/A ηC,rw 

土間床等（df） Sdf αdf=Sdf/A ηC,df=0 

※添字 i は、同一部位（例：壁）に複数の仕様がある場合の通し番号とする。 

※添字 j は、垂直部位（外壁、ドア、窓など）における方位（８方位）とする。 

※表３に示す部位がない場合、その部位の外皮等面積比は 0 とする。 
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垂直部位（V）における平均日射熱取得率（ηCVA）として[7]式を定義する。 

η      
   

  α     η      ν     
   

        
  η      ν  /      ・・・[7] 

上式において、 

ηCVA ： 垂直部位（V）における平均日射熱取得率 [－] 

αV,ij ： 第 i 部位の第 j 方位の垂直部位（V）における外皮等面積比 [－] 

ηCV,ij ： 第 i 部位の第 j 方位の垂直部位（V）における日射熱取得率 [－] 

νj ： 第 j 方位の方位係数 [－] 

AV,ij ： 第 i 部位の第 j 方位の垂直部位（V）における面積 [m2] 

AVA ： 垂直部位（V）における面積の合計 [m2] 

また、第 i 部位の第 j 方位の垂直部位（V）における方位別の日射熱取得率（ηCV,ij・νj）と ηCVAと

の差（WV,ij）を[8]式で定義する。 

      η      ν  η          ・・・[8] 

 

なお、同一部位（例：壁）に仕様が複数あり、次のいずれかを代表値として、型式認定住戸の

外皮等の冷房期の平均日射熱取得率（ηow）を求めた場合、代表値よりも日射熱取得率が小さい仕

様を包含させ、評価対象住戸に適用できる。 

① 日射熱取得率の最大値（窓に日除けを用いる場合、日除けの形状に応じた取得日射量補正

係数と方位係数を乗じた値の最大値） 

② 適用条件として定める各部位の使用比率により複数の仕様の日射熱取得率を合成した値 

 

ロ 外皮等の適用条件 

型式認定に基づく住宅性能評価の際の適用条件は、次の全てを満たすこととする。 

① 評価対象住戸の各部位の仕様が、型式認定住戸の各部位の仕様（図面に表現された納まり、

層構成及び諸条件）に適合していること。 

② 評価対象住戸の外皮等面積比の合計（ αij）が１であること。 

③ 次のａ又はｂのいずれかを満たすこと。 

ａ．型式認定住戸の各部位の組合せにおいて任意の日射熱取得率と方位係数の積を境界値

（ η･ν B）と定め、境界値（ η･ν B）以下の部位をグループ A に、境界値（ η･ν B）を超

える部位をグループ B に分類し、評価対象住戸の部位の外皮等面積比（αij）が、グルー

プ A の部位は型式認定住戸の外皮等面積比（αT,ij）以上、グループ B の部位は型式認定

住戸の外皮等面積比（αT,ij）以下であること。 

ｂ．次の全てを満たすこと。 

(ⅰ) 型式認定住戸の水平部位（H）における日射熱取得率（ηTCH,ij）と冷房期の平均日射熱

取得率（ηTA）の条件に応じた、評価対象住戸の同一部位（例：屋根）の水平部位（H）

における外皮等面積比（αH,ij）の合計（ αH,ij）と、型式認定住戸の同一部位の水平部位

（H）における外皮等面積比（αTH,ij）の合計（ αTH,ij）の関係が、次のいずれかである

こと。 

ηTCH,ij≦ηTA/100 の場合  αH,ij≧ αTH,ij（ηTC,ij=0 と定義した部位を含む。） 

ηTCH,ij>ηTA/100 の場合  αH,ij≦ αTH,ij 
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(ⅱ) 型式認定住戸の垂直部位（V）における平均日射熱取得率（ηTCVA）と冷房期の平均日射

熱取得率（ηTA）の条件に応じた、評価対象住戸の垂直部位（V）における外皮等面積

比（αV,ij）の合計（ αV,ij）と、型式認定住戸の垂直部位（V）における外皮等面積比（αTV,ij）

の合計（ αTV,ij）の関係が、次のいずれかであること。 

ηTCVA≦ηTA/100 の場合  αV,ij≧ αTV,ij 

ηTCVA>ηTA/100 の場合  αV,ij≦ αTV,ij 

(ⅲ) 評価対象住戸の垂直部位（V）における外皮等面積比（αV,ij）と型式認定住戸の[8]式（WTV,ij）

の関係が、次の式を満たしていること。 

  
   

  α            ≦   

 

ハ 日除けの適用条件 

窓の日射熱取得率（ηC,w,ij）は、ガラスの仕様及び付属部材に応じた日射熱取得率（ηd,ij）に、窓

上部の日除けの形状に応じた冷房期の取得日射量補正係数（fC,ij）を乗じたものである。型式認定

においては、型式認定住戸の日除けの形状が評価対象住戸の日除けの形状と一致することを適用

条件とするか、次のいずれかにより日除けの適用条件を不要とする。 

① 冷房期の取得日射量補正係数として 0.93 を用いる。 

② 地域区分、ガラスの仕様の区分及び方位に応じた取得日射量補正係数表「l1又は l2=20」欄

の冷房期で定める値を用い、地域区分、ガラスの仕様及び方位を適用条件とする。 

 

(2) 各部位の外皮等の面積を適用条件とする場合 

本項において型式認定住戸は、各部位の仕様（図面に表現された納まり、層構成及び諸条件）

と外皮等の面積（AT,i）の組合せにより定義される。 

型式認定住戸について、各部位の外皮等の面積（AT,ij）、日射熱取得率（ηT,ij）及び方位係数（ν）

並びに外皮等面積の合計（AT）から冷房期の平均日射熱取得率（ηTA）を求め、等級及び地域区分

に応じた基準値（ηBA）以下（ηTA≦ηBA）とする。なお、(1)イと同様、必要に応じて部位の追加・

統合・分割・合成ができる。 

適用条件は、次の全てを満たすこととする。 

 

イ 評価対象住戸の各部位の仕様が、型式認定住戸の各部位の仕様（図面に表現された納まり、

層構成及び諸条件）に適合していること。 

ロ 型式認定住戸の水平部位（H）における日射熱取得率（ηTCH,ij）と、冷房期の平均日射熱取得

率（ηTA）の条件に応じた、評価対象住戸の同一部位（例：屋根）の水平部位（H）における

面積（AH,ij）の合計（AHA）と、型式認定住戸の同一部位の水平部位（H）における面積（ATH,ij）

の合計（ATHA）の関係が、次のいずれかであること。 

ηTCH,ij≦ηTA/100 の部位 AHA≧ THA（ηTC,ij=0 と定義した部位を含む。） 

ηTCH,ij>ηTA/100 の部位 AHA≦ THA 

ハ 型式認定住戸の垂直部位（V）における平均日射熱取得率（ηTCVA）の条件に応じた、評価対象

住戸の垂直部位（V）における面積（AV,ij）の合計（AVA）と、型式認定住戸の垂直部位（V）に

おける面積（ATV,ij）の合計（ATVA）の関係が、次のいずれかであること。 

 



8 

ηTCVA≦ηTA/100 の場合 AVA≧ TVA 

ηTCVA>ηTA/100 の場合 AVA≦ TVA 

ニ 評価対象住戸の垂直部位（V）における面積（AV,ij）と型式認定住戸の[8]式（WTV,ij）の関係が、

次の式を満たしていること。 

  
   

               ≦   

ホ 窓の日射遮蔽措置は、３(1)ハによること。 

へ 評価対象住戸の土間床等の面積（Sdf）が、型式認定住戸の土間床等の面積（STdf）以上 

（Sdf≧ Tdf）であること。 

 

４．設計施工指針附則５に掲げる基準による評価 

型式認定における設計施工指針附則５に掲げる基準に関する要件は、部位仕様ごとに設計施工

指針附則５に掲げる基準に適合していることとする。ただし、設計施工指針附則で定める「当分

の間」の期限の終了をもって、この型式も使用できなくなる旨を適用条件として明示すること。 

 

５．型式認定における結露の発生を防止する対策の評価における留意事項 

型式認定における結露の発生を防止する対策に関する要件は、次のとおりとする。 

・部位仕様ごとに結露防止基準に適合すること。 

・特別評価方法による場合は，その内容に適合すること。 

 

６．その他 

(1) 各部位の熱貫流率を求める際の計算モデルの構築について 

各部位の熱貫流率を求める際の計算モデルの構築をする場合、次のとおりの取扱いとする。 

 

イ H25 省エネ基準解説書等で定める面積比率の考え方によらずに熱貫流率を求める場合、代表

スパンの計算結果をもって、全てのスパンの計算結果に代えることはできない。例えば、代表

スパンとして求めた 1820 スパンの外壁の熱貫流率を 910 スパンの外壁の熱貫流率とみなして

はならない。ただし、代表スパンを適用条件とし、かつ、住宅性能評価の際に適用条件より安

全側となることを明示する場合は、この限りでない。 

ロ 一の木造住宅において、異なる面積比率の設定方法により各部位の熱貫流率を計算できる。 

ハ 外壁の断熱層より室内側に存する空気層の上端部及び下端部のいずれかが気流止めなどの措

置により封鎖されておらず、階間、小屋裏、天井裏又は床下などのうち外気に通じていない空

間に接続する場合、熱貫流率の計算モデルの構築に際し、空気層は室内として扱う（外壁の層

構成建材が空気層に接する表面に室内側表面熱伝達抵抗を設定し、空気層と内装下地建材の熱

抵抗を計算上の層構成に含めない）こと。 

外壁の熱貫流率を空気層と内装下地建材の熱抵抗を含めた計算モデル（層構成）で計算する

場合、次の全てを満たすこと。 

① 端部の図等により、空気層の四周が他の空間に連続していないことを確認できること。 

② 空気層の厚さを確保できる措置が講じられていること。 

③ 空気層の熱抵抗として下表の値を用いていること。 
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表４ 空気層の熱抵抗 

空気層の厚さ da(cm) 熱抵抗(m2･K/W) 

1 未満 0.09×da 

1 以上 0.09 

 

ニ 屋根における空気層の扱いは、ハと同様とすること。 

ホ 壁と取り合う屋根、天井又は床の熱貫流率を計算する範囲は、面積算定のための水平方向の

寸法と同じ壁心間とすること。なお、壁心から壁（横架材）の熱貫流率を計算する層構成（室

内側の空気層を熱貫流率の計算から除く場合は、断熱層又は断熱材に接する面材等）の室内側

表面（横架材の場合は断熱補強部を除く断熱材の表面）までの間は、熱橋の影響を考慮せずに

計算できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 部位の熱貫流率を計算する範囲（例） 

 

(2) 型式認定に限り各部位の熱貫流率を二次元伝熱計算により求める方法について 

鉄骨造（鉄鋼系）の住宅において、H25 省エネ基準解説書等に掲載された線熱貫流率による

外皮の熱損失の算定方法によらず、二次元伝熱計算により各部位の熱貫流率を求める場合は、

次のとおりの取扱いとする。 

 

イ 二次元伝熱計算に用いる計算プログラムは、プログラムの妥当性の検証方法が確立されるま

では、当分の間 TB1 for Windows（株式会社気象データシステム）を使用すること。 

ロ 二次元伝熱計算モデルの構築方法は、TB1 for Windows のマニュアル等によるほか、協会が

別に定める取扱いに基づき妥当な計算モデルを構築すること。なお、別紙に基づき TB1 for 

Windows より算出される熱橋係数（βℓ）を用いて熱貫流率を計算できる。 

ハ 計算対象部位は、基礎等を除く、屋根、天井、壁又は床とし、このうち壁（外壁）について

は、横架材部分と外壁の一般部を分離して計算できる。 

ニ 外壁と階間の範囲は任意に定義する垂直方向の寸法（高さ）とすること。なお、階間の横架

材の範囲（以下「横架材定義範囲」という。）は図面で明示し、熱貫流率の計算モデルには上下

に接続する外壁の一次元熱流となる範囲（以下「一次元熱流範囲」という。）までを含め、次式

により横架材定義範囲の熱貫流率を求めること。 

                       /                            /   

上式において、 

横架材 

外壁 

屋根 天井 天井 
熱橋を考慮しない範囲 熱橋を考慮 

しない範囲 

壁心 壁心 壁心 

熱橋を考慮 

しない範囲 
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UH ： 横架材定義範囲の熱貫流率 [W/(m2･K)] 

Uall ： 計算モデル全体の熱貫流率 [W/(m2･K)] 

U’ow ： 一次元熱流範囲の熱貫流率 [W/(m2･K)] 

lH ： 横架材定義範囲の寸法（長さ） [m] 

lall ： 計算モデル全体の寸法（長さ） [m] 

low ： 一次元熱流範囲の寸法（長さ） [m] 

このとき、 ’owは横架材に接続可能な外壁のうち熱貫流率が最小のものとし、横架材には  ’ow

以上の熱貫流率の外壁が接続することを適用条件とすること。 

ホ 屋根と壁の取合部を含む横架材のモデル化の範囲について、下端は壁の一次元熱流範囲とし、

上端は屋根の断熱層（空気層を除き断熱材に接する面材等を含む）との境界面とすること。 

へ 床と壁の取合部を含む横架材のモデル化の範囲について、上端は壁の一次元熱流範囲とし、

下端は床の断熱層（空気層を除き断熱材に接する面材等を含む）との境界面とすること。 

ト 空気層が存在する場合の計算モデルの構築は、当協会が別に定める「二次元伝熱計算におけ

る空気層取扱い要領」によること。なお、横架材部分の計算モデルの構築に当たり、室内側の

空間（階間、小屋裏、天井裏又は床下の外気に通じていない空間）は空気層とせず、室内とし

て扱うこと。 

チ 屋根又は外壁に窓を設ける場合は、屋根又は外壁の熱貫流率に窓を設けるために必要となる

部材の熱橋を反映させること。なお、当協会が別に定める「鉄骨造住宅における窓まわり熱橋

の貫流熱損失計算要領」によることができる。 

リ 柱、はり、筋かい等の熱橋は、住宅システムごとの設計方法に応じた熱橋面積比率（柱間隔

の最小幅や筋かい等の配置方法など）を任意に定義し、二次元伝熱計算に反映できる。ただし、

定義した熱橋面積比率は、適用条件として明示すること。 

 

（附則） 

１．本ガイドラインは、平成 26 年 10 月 1 日より適用する。 

２．本ガイドラインに定める内容は、当分の間「５－１ 断熱等性能等級」に係る住宅型式性能

認定の取得に限定して使用できるものとし、住宅型式性能認定によらない住宅性能評価申請

には適用できない。 
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別紙 

複数の金属熱橋が存在する部位の熱貫流率 

 

金属熱橋が存在する部位において金属熱橋に熱流が集中する影響を考慮した熱貫流率（US）が、

金属熱橋の影響を考慮せずに求めた異種断面それぞれの熱貫流率を異種断面の面積で加重平均し

た値（以下「混合熱貫流率（Um）」という。）と比べて、金属熱橋（形状、寸法及び熱橋間隔（ℓ））

に応じて大きくなる比率を熱橋係数（βℓ）と定義すると、式(1)のように表せる。 

   βℓ            ・・・(1) 

ここで、混合熱貫流率（Um）は、金属熱橋部の混合熱貫流率（UmS）及び長さ（dS）並びに非熱

橋部の熱貫流率（U0）及び長さ（d0）により、式(2)のように表せる。 

   
            

     
       ・・・(2) 

 

図 1 同じ金属熱橋が異なる熱橋間隔で存在する壁体 

 

図 1 のように、同じ形状及び寸法の金属熱橋が壁体①に熱橋間隔（ℓ1）で、壁体②に熱橋間隔

（ℓ2）で存在し、壁体①及び②の非熱橋部の熱貫流率（U0）が同じ場合、壁体①の熱橋係数（βℓ ）

が既知ならば、壁体②の熱橋係数（βℓ2）は、式(3)により求められる。 

βℓ  βℓ  
  

   
 
ℓ 

ℓ 
    βℓ         ・・・(3) 

上式において、 

Um2 ：壁体②の混合熱貫流率 [W/(m2･K)] 

 

熱橋間隔が 1ｍの場合の熱橋係数を「基準熱橋係数（β）」という。基準熱橋係数（β）から任意

の熱橋間隔（ℓ）の熱橋係数（βℓ）を求める式は、式(3)の各項を βℓ2→βℓ、βℓ →β、Um2→ m、ℓ1→ 、

ℓ2→ℓと置き換え、式(4)のように表せる。 

βℓ  β  
  

  
 
 

ℓ
    β          ・・・(4) 

上式において、 

Um ：熱橋間隔 ℓに対応する混合熱貫流率 [W/(m2･K)] 

  

混合熱貫流率                     

非熱橋部の熱貫流率                   

熱橋係数         βℓ       βℓ  
 
 

同じ熱橋 ℓ1 ℓ2 

壁体① 

熱橋間隔 ℓ1 

壁体② 

熱橋間隔 ℓ2 
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図 2 異なる金属熱橋が混在する壁体 A    図 3 金属熱橋が交差する壁体 B 

 

図 2 のように異なる形状の熱橋（熱橋 1 と熱橋 2）を有する壁体 A の熱貫流率を求める場合、

熱橋 1 のみが存在する壁体 A1 と熱橋 2 のみが存在する壁体 A2、非熱橋部の壁体 A0を考えると、

壁体 A の熱橋係数（βℓ）は式(5)、壁体 A、A1 及び A2 の混合熱貫流率（UmA、UmA1及び UmA2）は

式(6)のように表せる。なお、図 3 は金属熱橋が交差する壁体であるが、交差部の熱貫流率の割増

しは不要であることが過去の計算例から明らかとなっているため、図 2 と同じ扱いができる。 
 

βℓ    
    

   
 βℓ      

    

   
 βℓ          ・・・(5) 

 

                                 

  

  、 
 

                       

  

  、                         

  

   ・・・(6) 
 

上式において、 

βℓA1 ：壁体 A1 の熱橋間隔(ℓA1)の熱橋係数   βℓA2：壁体 A2 の熱橋間隔(ℓA2)の熱橋係数※1 
 

U1 ：熱橋 1 の混合熱貫流率       U2 ：熱橋 2 の混合熱貫流率 
 

 d1 ：熱橋 1 の長さ合計       d2 ：熱橋 2 の長さ合計    d0 ：壁体 A の長さ※2 
 

※1  熱橋間隔が一定でなければ平均の間隔としてよい 

※2  計算モデルの長さ 
 

壁体 A の熱貫流率（USA）を式(1)より次のとおりとし、式(5)を代入すると、 
 

    βℓ       
 

    
    

   
 βℓ      

    

   
 βℓ            

 

        βℓ  
        βℓ                

    
 

ここで、壁体 A1 及び A2 の熱貫流率（USA1及び USA2）並びに式(6)を代入すると、 
 

           
  

                            

  
                   

  

  
                 

  

    

           
    

    
 

金属熱橋が 3 種類以上の場合、熱橋係数は式(7)、熱貫流率は式(8)のように表せる。 

βℓ     
   

  

 

   

 βℓ                         ・・・    

     

 

   

                             ・・・    

 

熱橋1 

(横材) 

熱橋1 

熱橋2 

金属熱橋が 

交差する部分 

中空層 

熱橋2 

熱橋2 

(縦材) 

熱橋2 

(縦材) 

熱橋1 

(横材) 

熱橋1 

d2 

d1 

壁体 
A 

壁体 
A1 

壁体 
B 

壁体 
B1 

壁体 
B2 

壁体 
A2 

壁体 
A0 

d0 


